
自主
財

源
　

192億
6,285万

円（
51.8％） 

依
存

財
源

　
17

9億
5,

66
3万

円（

48.2％） 

市税
139億8,613万円

（37.6％）

歳入合計
372億1,948万円

（100％）
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40
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国有提供施設等所在市町村助成交付金
77万円（0.0％） ２．歳入の概況

交通安全対策特別交付金
657万円（0.0％） 
ゴルフ場利用税交付金
2,223万円（0.0％） 
利子割交付金
2,391万円（0.0％） 
地方特例交付金
3,815万円（0.1％） 
株式等譲渡所得割交付金
5,555万円（0.1％） 
自動車取得税交付金
5,715万円（0.2％） 
配当割交付金
6,408万円（0.2％） 
地方譲与税
3億1,852万円（0.9％） 
地方消費税交付金
13億3,801万円（3.6％） 
県支出金
22億7,543万円（6.1％） 
地方交付税
40億9,456万円（11.0％） 
国庫支出金
47億6,100万円（12.8％） 
市債
49億70万円（13.2％） 

寄附金　 708万円（0.0％）
財産収入 3,815万円（0.1％）

分担金及び負担金 3億4,602万円（1.0％）
使用料及び手数料 　4億4,979万円（1.2％）

諸収入 8億2,785万円（2.2％）
繰越金 　17億4,029万円（4.7％）
繰入金 　18億6,754万円（5.0％）

市税総額
139億8,613万円

（100％）

市民税
56億1,070万円

（40.1％）

償却資産
36億8,336万円

（26.3％）

３．市税の内訳
鉱産税

8万円（0.0％）
軽自動車税

2億4,918万円
（1.8％）

市町村たばこ税
4億2,874万円

（3.1％）
法人

22億8,950万円
（16.4％）

家屋
24億8,031万円

（17.7％）

土地
14億9,820万円

（10.7％）

交付金
3,556万円

（0.3％）

個人
33億2,120万円

（23.7％）

固定資産税
76億9,743万円

（55.0％）

１．決算収支の概況
歳　入　総　額　　　　　A 372億1,948万円

歳　出　総　額　　　　　B 357億3,518万円

歳入歳出差引額（A－B）	C 14億8,430万円

翌年度へ繰り越すべき財源D 13億2,273万円

実　質　収　支（C－D） 1億6,157万円

平成30年度決算概況と
令和元年度財政事情のあらまし

　

阿
南
市
財
政
事
情
の
公
表
に
関
す
る
条
例
第
２
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
平
成
30
年
度
決
算
概
況
お
よ
び
令
和
元
年
度
予

算
に
係
る
財
政
事
情
を
こ
こ
に
公
表
し
ま
す
。

令
和
元
年
10
月
１
日

阿
南
市
長　

岩
浅　

嘉
仁

財
政
事
情
の
公
表
に
あ
た
っ
て

　
市
民
の
皆
さ
ま
に
本
市
の
財
政
が
ど
の
よ
う
に
運
営
さ
れ
、

ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の
か
を
広
く
知
っ
て
い
た
だ
く
た

め
に
年
に
２
回
（
４
・
10
月
）
市
の
財
政
事
情
を
公
表
し
て

い
ま
す
。
　
　
　

　
平
成
30
年
度
一
般
会
計
の
決
算
概
況
に
つ
き
ま
し
て
は
、

第
５
次
阿
南
市
総
合
計
画
〈
後
期
基
本
計
画
〉
お
よ
び
あ
な

ん
〔
地
域
好
循
環
〕
総
合
戦
略
に
掲
げ
ら
れ
た
主
要
事
業
を

着
実
に
実
施
す
る
こ
と
を
念
頭
に
、
保
健
・
地
域
医
療
に
係

る
事
業
や
防
災
・
減
災
対
策
を
優
先
し
、
長
期
的
視
野
で
の

予
算
の
編
成
・
執
行
に
努
め
た
結
果
、
約
１
億
６
千
万
円
の

黒
字
決
算
見
込
み
と
な
り
ま
し
た
。
各
特
別
会
計
等
の
決
算

概
況
等
に
つ
き
ま
し
て
も
、
別
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
お
り
、

併
せ
て
公
表
い
た
し
ま
す
。
な
お
、
各
会
計
の
決
算
は
、
議

会
の
承
認
を
得
て
確
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
本
市
の
決
算
状
況
に
つ
き
ま
し
て
は
、
歳
入
に
お
い
て
、

為
替
相
場
が
安
定
的
に
推
移
し
た
こ
と
を
背
景
に
、
法
人
市

民
税
が
前
年
度
よ
り
増
収
と
な
り
ま
し
た
。
歳
出
で
は
、
中

央
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
建
設
や
公
営
住
宅
春
日
野
団
地
の

整
備
を
は
じ
め
と
す
る
投
資
的
経
費
に
加
え
、
急
激
な
少
子

高
齢
化
の
進
展
等
に
よ
る
社
会
保
障
関
連
経
費
が
増
加
し
て

い
ま
す
。
ま
た
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
を
示
す
指
標
で
あ
る

経
常
収
支
比
率
は
89
・
7
％
と
な
り
、
依
然
と
し
て
義
務
的

経
費
を
は
じ
め
と
す
る
経
常
的
経
費
の
割
合
が
や
や
高
く
な

っ
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
な
か
、
令
和
元
年
度
予
算
の
執
行
に
当
た
り
ま

し
て
は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
か
ぬ
よ
う
引
き
続
き

慎
重
な
財
政
運
営
に
努
め
、
財
政
の
健
全
性
を
維
持
し
て
ま

い
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
の
で
、
ご
理
解
の
ほ
ど
よ
ろ

し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

経
常
収
支
比
率
…
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
測
定
す
る
比
率
と
し
て

用
い
ら
れ
る
指
標
で
す
。
こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
新
た
な
行
政
需

要
に
対
し
て
柔
軟
に
対
応
で
き
、
財
政
構
造
に
弾
力
性
が
あ
る
と

判
断
さ
れ
ま
す
。

経
常
的
経
費
…
人
件
費
、
物
件
費
、
維
持
補
修
費
、
扶
助
費
、
補

助
費
等
お
よ
び
公
債
費
な
ど
で
、
年
々
持
続
し
て
固
定
的
に
支
出

さ
れ
る
経
費
を
い
い
ま
す
。

４．歳出の概況
　　歳出合計　357億3,518万円

災害復旧費 1,201万円（0.0％） 

▼

目
的
別
（
行
政
目
的
別
に
分
類
し
た
も
の
）

労働費 2,249万円（0.1％） 
商工費 2億6,901万円（0.8％） 
議会費 3億121万円（0.8％） 
農林水産業費 9億9,810万円（2.8％） 
消防費 11億9,333万円（3.3％） 
土木費 23億5,192万円（6.6％） 

総務費 30億3,317万円（8.5％） 

公債費 30億5,641万円（8.5％） 

諸支出金 42億9,542万円（12.0％） 

衛生費 51億695万円（14.3％） 

教育費 51億7,077万円（14.5％） 

民生費 99億2,439万円（27.8％） 

▼

性
質
別
（
経
済
的
性
質
を
基
準
に
分
類
し
た
も
の
）

維持補修費 2億2,194万円（0.6％） 
貸付金 5億8,000万円（1.6％） 
積立金 11億4,831万円（3.2％）

補助費等 28億6,691万円（8.0％） 

繰出金 29億269万円（8.1％） 

物件費 49億1,338万円（13.8％） 

※
投資的経費 
70億2,957万円（19.7％） 

※
義務的経費
160億7,238万円
（45.0％）

公債費
30億5,641万円	
（8.6％） 

扶助費
58億9,923万円	
（16.5％） 

人件費
71億1,674万円
（19.9％） 

※投資的経費とは…大部分が公共事業にあたる「普通建設事業費」で施設整備
等に支出されます。次年度以降も支出の効果がある経費で
す。

※義務的経費とは…職員の給与などの「人件費」や生活保護などの「扶助費」、
地方債の元利償還費である「公債費」などで、支出が義務
付けられている経費です。

８．市債現在高の状況
一般会計市債現在高
（平成30年度末） 362億4,874万円

市民1人当たりの
市 債 の 残 高 495,655円

９．行政財産の状況
（平成31年３月31日現在）　

土　　　 地 2,614,603㎡

建物延面積合計
447,830㎡

木造建物
（延面積） 11,743㎡

非木造建物
（延面積） 436,087㎡

６．市税負担の概況

市税総額
139億8,613万円

〔市民１人当たり〕

191,242円

〔１世帯当たり〕

452,113円

７．行政経費支出の概況

歳出総額
357億3,518万円

〔市民１人当たり〕

488,633円

〔１世帯当たり〕

1,155,170円

人口73,133人　世帯数30,935世帯　（平成31年３月31日現在）

※１　財政調整基金………年度間の財源の不均衡を調整するために設置される
基金。

※２　減債基金……………公債費の償還を計画的に行うために設置される基金。
※３　特定目的基金………特定の目的に対して資金を積み立てるために設置さ

れる基金。
※４　定額資金運用基金…特定の目的に対して定額の資金を運用するために設

置される基金。

５．投資的経費の内訳

衛生費
23億6,984万円

（33.7％） 

災害復旧費
1,201万円（0.2％） 

教育費
25億7,570万円

（36.6％） 

総務費
3,185万円（0.5％） 

土木費
16億5,769万円

（23.6％） 

民生費 
88万円（0.0％） 

商工費 213万円（0.0％） 

消防費
1億4,648万円（2.1％） 

農林水産業費
2億3,299万円

（3.3％） 

総額
70億2,957万円
（100％）

災害復旧費
1,201万円

（0.2％） 

教育費
25億7,570万円

（36.6％） 

総務費
3,185万円

（3.4％） 

土木費
16億5,769万円

（23.6％） 

民生費 
88万円（0.0％） 

商工費 213万円（0.0％） 

消防費
1億4,648万円

（2.1％） 

農林水産業費
2億3,299万円

（3.3％） 
総額

70億2,957万円
（100％）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120
（億円）

10.	基金の状況
（平成31年３月31日現在高）　
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令和元年度　一般会計予算の執行概況 令和元年８月31日現在
歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

区　　　　　分 予　算　額 収 入 済 額 区　　　　　分 予　算　額 支 出 済 額
市 税 137億2,248万円 71億8,738万円 議 会 費 3億1,469万円 1億4,330万円
地 方 譲 与 税 3億2,410万円 7,101万円 総 務 費 32億7,614万円 12億1,131万円
利 子 割 交 付 金 1,900万円 459万円 民 生 費 106億7,623万円 40億1,623万円
配 当 割 交 付 金 6,300万円 2,110万円 衛 生 費 45億502万円 19億4,555万円
株式等譲渡所得割交付金 6,200万円 0 労 働 費 2,257万円 913万円
地 方 消 費 税 交 付 金 12億8,400万円 3億2,327万円 農 林 水 産 業 費 9億1,876万円 1億4,196万円
ゴルフ場利用税交付金 2,400万円 918万円 商 工 費 3億2,563万円 1億761万円
自 動 車 取 得 税 交 付 金 2,600万円 1,864万円 土 木 費 37億310万円 4億6,754万円
環 境 性 能 割 交 付 金 900万円 0 消 防 費 14億3,099万円 4億1,681万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 75万円 0 教 育 費 38億6,686万円 10億5,710万円
地 方 特 例 交 付 金 1億3,210万円 2,152万円 災 害 復 旧 費 1,321万円 2万円
地 方 交 付 税 32億6,000万円 16億5,779万円 公 債 費 32億3,188万円 1,820万円
交通安全対策特別交付金 950万円 0 諸 支 出 金 29億3,427万円 10億8,171万円
分 担 金 及 び 負 担 金 2億1,851万円 1億981万円 予 備 費 3,000万円 0
使 用 料 及 び 手 数 料 4億3,071万円 1億6,319万円
国 庫 支 出 金 53億2,183万円 12億4,740万円
県 支 出 金 24億1,873万円 2億195万円
財 産 収 入 921万円 1,891万円
寄 附 金 161万円 1億164万円
繰 入 金 24億8,330万円 0
繰 越 金 13億2,274万円 14億8,430万円
諸 収 入 7億8,588万円 4,290万円
市 債 33億2,090万円 0

合　　　　計 352億4,935万円 126億8,458万円 合　　　　計 352億4,935万円 106億1,647万円

特 別 会 計 の 概 況
平成30年度決算（見込）の状況 会　　計　　名

令和元年度予算の執行状況
（８月31日現在）

歳　入　額 歳　出　額 差　引　額 歳　入　額 歳　出　額
901万円 219万円 682万円 住宅新築資金等貸付事業特別会計 768万円 30万円
36万円 0 36万円 加茂谷財産区運営事業特別会計 36万円 0

183万円 0 183万円 伊島財産区運営事業特別会計 187万円 0
81億4,111万円 78億6,649万円 2億7,462万円 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 26億7,510万円 21億7,491万円

7,942万円 7,855万円 87万円 加 茂 谷 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,847万円 2,250万円
1,148万円 1,148万円 0 伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 167万円 393万円

5億3,609万円 5億3,547万円 62万円 公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 3,154万円 4,120万円
84億8,741万円 81億1,630万円 3億7,111万円 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 36億3,003万円 27億2,342万円

788万円 724万円 64万円 伊島地区生活排水処理事業特別会計 171万円 184万円
3億5,237万円 3億5,051万円 186万円 学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 1億1,259万円 8,302万円

1,069万円 1,069万円 0 奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 1,278万円 267万円
4,575万円 2,782万円 1,793万円 春日野地域下水道事業特別会計 2,476万円 512万円

1億2,431万円 1億2,431万円 0 羽ノ浦農業集落排水事業特別会計 1,328万円 1,174万円
769万円 429万円 340万円 豊香野地区生活排水処理事業特別会計 446万円 72万円

10億7,704万円 10億5,354万円 2,350万円 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2億5,487万円 2億28万円
1,494万円 1,241万円 253万円 西春日野生活排水処理事業特別会計 524万円 141万円
2,431万円 2,431万円 0 夜間休日診療所事業特別会計 452万円 812万円

－ － － 椿 診 療 所 事 業 特 別 会 計 0 190万円

水 道 事 業 会 計 の 概 況
平　成　30　年　度　決　算　の　状　況

予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率
収益的収入 17億5,720万円 17億4,443万円 99.3% 収益的支出 15億2,773万円 13億8,296万円 90.5%
資本的収入 7億9,244万円 2億8,156万円 35.5% 資本的支出 14億973万円 8億6,615万円 61.4%

◎ 『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』（以下「財政健全化法」）第３条第１項および第22条第１
項の規定に基づき、「健全化判断比率」と公営企業会計の「資金不足比率」を公表します。

１．健全化判断比率 …… いずれの指標も国の定める基準内です。

指　　　　　　標 備　考 早期健全化
基準

財政再生
基準 説　　　　　　　明

実 質 赤 字 比 率 — △ 0.94%
（黒字）

※
12.51% 20.00%

一般会計等の実質赤字の標準財政規模に
対する比率です。
家計でいうと赤字額が年収に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

連結実質赤字比率 — △ 12,48%
（黒字）

※
17.51% 30.00%

すべての会計の実質赤字の標準財政規模
に対する比率です。
上記の実質赤字比率を特別会計・公営企
業会計（水道・下水道等）を含めた全会
計に適用したものです。

実 質 公 債 費 比 率 5.2% 25.0% 35.0%

公債費および公債費に準じた経費の比重
を示す比率です。
年間の借金返済額が年収に対してどれぐ
らい占めているかを示したものです。市
に属する会計だけでなく一部事務組合等
に対する負担も含みます。

将 来 負 担 比 率 — △ 12.2%
（負担なし） 350.0%

地方債残高のほか一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債を捉えた比率です。
将来見込まれる負債が年収の何年分にあ
たるかを示したものです。一部事務組合、
第三セクター等に対する負担や退職手当
負担なども含みます。

注）　指標が「－」と表示されているのは、赤字比率等が負の数値（黒字等）となるためです。実際の数値は備考欄に表示しています。
注）　指標が１つでも早期健全化基準以上になると財政健全化計画を、財政再生基準以上になると財政再生計画を策定する必要があります。
※　早期健全化基準は、標準財政規模に応じて変動します。

２．資金不足比率 …… 各公営企業会計において、国の定める基準内です。

特別会計（公営企業会計）の名称 資金不足比率 経営健全化基準 説　　　　　　　明

阿南市水道事業会計 —

20.0%

公営企業の資金不足額の度合いを表す比
率です。
公営企業の赤字額（資金不足額）が料金
収入等の規模（事業規模）に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

阿南市公共下水道事業会計 —

阿南市羽ノ浦農業集落排水事業会計 —

注）指標が「－」と表示されているのは、資金不足比率が０もしくは負の数値（黒字）となるためです。
注）資金不足比率が経営健全化基準以上になるとその会計ごとに経営健全化計画を策定する必要があります。

【標準財政規模】
地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので、標準税収入額等と普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額の合計です。

【公営企業会計】
法適用企業に係る特別会計、および法非適用企業に係る特別会計の総称です。阿南市では水道事業、公共下水道事業、羽ノ浦農業
集落排水事業の３会計が該当し、原則として料金収入等により独立採算方式で経営を行うこととされています。

平成30年度決算に基づく
健全化判断比率と資金不足比率を公表します 
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平成30年度

国民健康保険事業
特別会計
決算概況

平成30年度 歳入・歳出の主な割合

歳入 歳出
①県からの支出金
②納めていただいた国保税
③一般会計からの繰入金
④前年度からの繰越金
⑤第三者納付金、人間ドック実費徴収金など

⑥主に医療費等の支払いに充てる費用
⑦県が県全体の医療費を見込み、これを基に算定した納付金
⑧国・県への過年度負担金・交付金等の返還金
⑨事務費など
⑩財政調整基金への積立金
⑪人間ドック助成費、特定健診に係る費用など
※四捨五入の関係で総計が100％にならない場合があります。

①
県支出金

59億635万円
（72.5%）

⑥
保険給付費 

54億3,260万円
（69.1%）

⑦
国保事業費納付金
19億1,216万円

（24.3%）

②
国民健康保険税
13億7,684万円

（16.9%）

③ 繰入金
6億7,118万円（8.2%）

⑪ その他　7,276万円（0.9%）⑤その他　2,988万円（0.4%） ⑩ 基金積立金　6,532万円（0.8%）
⑨ 総務費
1億3,114万円（1.7%）
⑧ 過年度支出金
2億5,251万円（3.2%）

④ 繰越金　1億5,686万円（1.9%）

合　計
81億4,111万円

合　計
78億6,649万円

平成30年度 保健事業の実施状況等
定員 受診者

日帰り人間ドック 360人 359人
脳ドック 110人 110人

受診者および実施者
特定健康診査 4,133人
特定保健指導 853人

問い合わせは　
保険年金課

（☎22−1118）へ

被保険者数と世帯数（年度平均）

被保険者数 15,104人　
（前年度比563人減）

世　帯　数  9,414世帯
（前年度比220世帯減）

保険税収納額と保険給付費等の推移
単位：万円

100000.000000

116666.666016

133333.332031

149999.998047

166666.664062

183333.330078

199999.996094

25000.000000

120833.335938

216666.671875

312500.007812

408333.343750

504166.679688

介護納付金

後期高齢者支援金

保険給付金

保険税収入額

26年度 27年度

552,832

149,013

28年度

553,901

143,006

537,703

151,632

29年度

529,593

144,815

30年度

543,260

137,684 保険税収納額

保険給付費

25000

35000

45000

55000

65000

75000

85000

40000.000000

73333.332031

106666.664062

139999.996094

173333.328125

206666.660156

239999.992188

１人当たり総医療費
（療養諸費費用額）
423,389円

（前年度比22,050円増）

１人当たり国保税
（現年度の調定額）
90,976円

（前年度比1,348円減）
※財政調整基金の保有額65,324,176円

阿南市や地域の出来事を
いち早くチェック！

市ホームページからご覧いただけます。
http://www.city.anan.tokushima.jp/

阿南市フェイスブック

阿南警察署は９月９日の「救急の日」を前に８月21日、同署会議
室で救命措置訓練を実施しました。阿南市消防本部の指導のもと、
実際の現場を想定した訓練が行われ、参加した職員41人が傷病人
を発見した際、ＡＥＤの取り扱いや心肺蘇生の訓練を行いました。
参加者は「今回の訓練を生かして、阿南市の安全・安心の確立をめ
ざしていきます」と話していました。

阿南警察署　救命措置訓練を実施

被災状況の情報収集活動に役立てるため、本市は株式会社タチバナ
コンサルタントと災害時の無人航空機（ドローン）による運用に関
する協定を締結しました。同社が所有するドローンで被災地域等を
空撮し、撮影データの解析などを行います。８月23日に市役所で
行われた調印式で同社社長の泉野陽平さん（60歳）は「地元企業
として地域に貢献したいです」とあいさつされました。

災害時のドローン運用について協定締結

８月27日、地域交流施設Replay にて親子でフリーマーケットを体
験するイベントが開催されました。家族13組が、まだまだ使える
日用品やおもちゃなどを出品。つめかけた約70人の来場者は、気
に入った品物を買い求めていました。主催したNPO法人エランヴ
ィタル理事長の伊勢由花さんは「今回のイベントが、地域コミュニ
ティづくりのきっかけになればうれしいです」と話していました。

地域交流の場に　フリーマーケットを開催

モンゴルとの交流に取り組む（一社）関西広域中四国＆モンゴル経
済文化スポーツ交流協会は、７月31日から８月４日までモンゴル
に視察団を送り、本市から提供した救急車などを贈りました。視察
団は救急車などの贈呈式に出席したほか、ティーボール講習会、文
化交流を行うなど、日本とモンゴルの友好の絆を深めました。

救急車を寄贈　モンゴルへの交流視察団

阿南医療センターは８月９日に同センター屋上ヘリポ
ートなどで、ドクターヘリによる救急患者の受入を想
定した訓練を行い、医師や看護師などが救急体制の連
携を確認しました。参加者は、ドクターヘリで伊島か
ら搬送された重傷者をヘリポートで受け入れ、救急室
に引き継ぎました。同センター院長の玉置俊晃さん
（66歳）は「訓練を積んで災害時などで迅速に救急処
置できるよう努めたいです」と話していました。

阿南医療センター　
ドクターヘリ患者受入訓練を実施
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